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災害対応に欠かすことのできない

情報の共有化について
Information Sharing Necessary for Effective Disaster Response

3.コミュニティ

鈴木猛康

/ /'sft.('CT

東海地震や首都直下地震の発生が切迫し,地震,豪雨等の自然災害が全国で頻繁に発生する中,中央省庁並びに地方

自治体では,防災情報の共有化に向けた取組みが活発化している.しかし,最近の地震災害や豪雨水害では,情報共有

の欠如による被害の拡大が露呈しており,また災害対応の撮前線で情報システムが本格的に活躍している状況にはない.

本稿では,我が国の地方自治体の災害対応における情報共有の現状を紹介するとともに, ICTを利活用した災害情報の

共有化に向けた取組みを紹介し,その上で効果的な情報共有のために必要とされる災害情報の共有化について,課題と

展望を示す.
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1.　は　じ　め　に

我が国の防災対策は,災害対策基本法に従って行われ

ているのは周知のとおりである.災害対策基本法は,昭

和36年に制定され,我が国の災害対策の基本となる事

項を定めている一般法である.同法では,

(i)防災に関する責務や組織

②　防災計画

③　災害予防,応急対策,復興対策の各段階における

主体,役割や権限

④　財政金融措置

の四つについて定めている.我が国には,米国における

FEMA (危機管理局)のような危機管理を専門とする

全国的組織はなく,国としては内閣府が統括,調整する

ものの,指定行政機関(中央省庁),都道府県,市町村,

指定公共機関等の防災関係機関並びに国民が,それぞれ

の責務を果たすことにより,災害に対応する体制となっ

ている.とりわけ,住民の生命,身体,財産を守ること

を責務とする災害対応の最前線は市町村である.被災住
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民や要援護者-の直接的な対応をはじめ,消防,警察,

自衛隊,医師会,ライフライン事業者,建設業協会等,

様々な関係機関との救急･救護,二次被害の防護,復旧

作業等の調整,上位機関である県への被害･対応報告,

他市町村等からの支援の受入れ等々,ありとあらゆる対

応業務が,市町村には災害時に短時間に集中して発生す

ることになる.

市町村の防災担当者の数は,市町村の規模にもよるが

せいぜい2,3名,県庁所在地の市でさえ1,2名という

ケースが少なくないし,危機管理対策課(係),防災対策

課(係)のような防災担当部署がなくて総務部庶務課庶務

係が担当している地方自治体もまれではない.したがっ

て,極めて集中的にマンパワーが必要となる災害対応に

おいて,防災担当者による調整が間に合わず,増大する

災害対応業務を的確に処理しきれない状況となりがちで

ある.とりわけ,災害対応の基本となる情報の収集は容

易ではなく,職員が入手した情報を必要とする関係者に

伝達できないために適切な判断ができず,混乱が発生す

ることによって,結果として二次災害が拡大するという

事態に至ってしまう.

そこで,災害対応業務を支援し,情報の共有化を図る

手段として防災情報システム導入の必要性が指摘さ

れ'.',中央省庁はもちろん,都道府県や市町村でも防災

情報システムの導入が進んでいる.しかし,多機能かつ
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高機能な情報システムが,必ずしも災害対応業務の支援

ツールとして期待されているわけではない.災害対応で

必要とさjtるのは,市町村の災害対応業務をしっかりと

分析した上で,円滑な災害対応を実現するように設計さ

れ,職員の入力負担を極力減らし,使いやすいユーザイ

ンタフェースを備えた情報システムである.

2.我が国の災害時情報共有の現状

2.1地方自治体の災害時情報共有の実態

我が国の災害時情報共有の現状を説明するため,ここ

では災害対応活動を実体験した複数の地方自治体を対象

として,情報共有の視点から実施したアンケート,ヒア

リングによる災害対応実態調査結果の一部を紹介す

る廿.

図1は災害対応実態調査のうち,死傷者･安否情報と

いう情報分類に関する調査の結果を,情報フロー図とし

て整理したものの一部である.図の中央に災害対策本部

を含む庁舎内の情報共有部署を配置し,その周囲にその

情報分類に関連する外部機関や市の出先機関,消防本部

等の庁舎外の組織,機関を配置している.また,情報の

流れの方向を示す矢印によって庁内の部署と外部機関,

出先機関等を結び,矢印の近くに情報項目を記述するこ

とによって,情報のフローを示している.図1はその一

例として,平成16年新潟県中越地震における柏崎市の

災害対応実態調査の結果を,情報フロー図としてまとめ

たものである.柏崎市では,健康･福祉関連業務は,元

気支援課,介護高齢対策課並びに福祉課の三つの課で担
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当している.医療機関や診療所,医師会並びに避難所か

らの死傷者や医療施設被災情事鋸ま,元気支援課が収集し

ている.一方,住民や民生委員からの要援護者情報は,

介護高齢対策課と福祉課に伝達される.福祉･介護関係

機関との要援護者情報のやりとりも,こjtら二つの課が

担当している.以上の三つの課は,災害対策本部に死傷

者･安否情報を報告することにより,災害対策本部を通

して情報共有が行われている.これ以外に,消防本部の

得た死傷者情報が,連絡要員として派遣されている消防

署職員を介して災害対策本部に報告され,共有されてい

る.このように,死傷者･安否情報については,上記三

つの課,消防本部と災害対策本部にて情報が共有され,

共有された情報が更新される仕組みが構築されれば,円

滑な災害対応ができることが分かる.市町村が異なると

組織,規模が異なるが,市消防本部,警察署,市の健康

福祉関連部署並びに災害対策本部で,死傷者･安否情報

が共有されるべきところでは共通した情報フロー図と

なった.

ただし,図1に示されているのはあくまでも災害時に

必要とされる情報フローであり,重要な情報が,フロー

国のとおり実際に伝達されたわけではない.例えば,高

齢者や要援護者の情報は,各機関,各部署で別々に管理

され,更新は個別に行われるため,関係者間で必ずしも

共有されているわけではない.要援護者本人が住所や電

話番号の更新を届け出ていても,更新情報はそれを受け

付けた所轄部署内にとどまってしまう.したがって,安

否確認に支障が生じている現実があった.普段からデー

タ更新時の最新情報が異なる組織,部署間で共有される

図1死傷者･安否情報のフロー(平成16年新潟県中越地震,柏崎市)
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図2　高松市の道路情報のフロー(平成16年台風16号, 23号)

か,あるいは,災害時に最新データの更新が一斉に行わ

れる仕組みさえあれば,災害対応の円滑化を図ることが

できる.

次の例として,平成16年台風16号, 23号における

高松市の道路情報のフロー図を図2に示す.高松市では

道路課が現場-職員を派遣し,道路の被害状況を把握し

ており,必要に応じて現地職員に対応の指示を出してい

る.土砂による道路の閉そくや道路の陥没,冠水等の被

害については,消防団員が第一発見者となることが多く,

消防本部と道路管理部署並びに災害対策本部との情報共

有が重要である.住民からの被害報告は,道路課や災害

対策本部で受けている.災害対策本部は香川県高松土木

事務所や各出張所からも道路交通情報を収集あるいは提

供しており,情報共有に努めている.

高松市では当時,土木部,都市開発部が連携し,海岸

沿いの主な地点に職員を派遣して水位上昇の状況確認を

行う定点観測体制を整えていたが,台風16号では予想

をはるかに上回り最高潮位を大きく超えたため,浸水状

況を把握できていない.また,台風23号では,内水は

ん濫によって同時多発的に冠水が発生し,浸水域の把握

ができず,道路情報の面的な把握ができなかった.この

ように,災害時には情報収集自体が困難な状況であった

といえる.

市の道路課と香川県高松土木事務所との連絡も余り行

われておらず,市の道路課は国道,県道の情報はほとん

ど把握できていなかった.住民からの道路被害の情報提

供や問合せは,災害対策本部ではなく道路課に直接寄せ

られることが多かった.しかし,道路課は逐次この情報

を災害対策本部-は報告しておらず,災害対策本部-の

報告は現場状況確認と規制等の活動報告を毎日夕方に図

面と一覧表で行うのみであった.また,河川管理者であ

る香川県高松土木事務所から市の道路課に対する河川両

岸堤防上の市道の通行止めの依頼が入り対応したが,市

の対応を土木事務所に返していない可能性があるという

ことであった.次々と発生する災害対応に追われると,

外部機関だけでなく庁内の関係部署-の村応報告を怠っ

てしまう傾向にあるのが実態といえる.

市町村を中心にして災害情報の流れを考えると,災害

対策本部や担当各部局への情報提供のソースは,その情

幸削こ関連する現場施設や情報項目の管理主体となる組織

(管理情報提供元),災害現場より直接情報を提供するこ

とを業務とする組織(現場情報提供者),その他の情報

提供者に分類することができる.次に,市町村の庁舎内

で,確認,対応,指示･連絡等のために,その情報を共

有する部署を整理することができる.一方,市町村から

外部機関への情報提供も行われており,情報提供には目

的に応じて,依頼･指示の対象となる機関と報告を行う

機関に分けることができる.このように,情報の入手,

処理,伝達という情報の処理プロセスを明確にするため

に,情報の処理フローを図にまとめてきた.図3はその
一例であり,人的情事鋸こついて,情報の処理フローをま

とめたものである.図の最上部中央は情報提供元であり,

障害者や高齢者等要援護者の施設,医療機関,救援･救

護を行う消防本部が担当機関に位置付けられる.国の最

上部左は現場からの情報報告を業務とする消防団,消防

署員(消防本部),避難所,民生委員,市の健康福祉部
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現場情報提供

消防本部
避難所
住民(民生委員)
現場職員

管理情報提供元

障害者･福祉施設
事業者,医師会

医療機関,消防本

部,要援護者世帯

↓　↓　↓
庁内情報共有 
(確認.対応.指示) 

危機管理,防災担当(総務),健康･福祉,
保険,介護･高齢,土木, (消防本部)

連絡要員:消防本部,警察署

指示･依頼

自衛隊,警察,日本赤十字社,

消防本部,自主防災組織,
障害者相談員,民生委員,
ボランティア

図3　人的情朝の情報処理フロー

門の現場派遣職員といった現場情報提供機関(者)であ

る.また,その他情報提供者として一般市民がいる.

市町村の庁舎内では災害対策本部並びに危機管理･防

災担当部署とともに,健康福祉関連部門,土木部門が人

的情報を共有する必要がある.また,消防本部,警察署

が連絡要員を派遣し,情報共有を行っている.報告先は

マスコミ,国,県,指示依頼先としては,自衛隊,警察

署,消防本部をはじめ,日本赤十字社,医療機関等が挙

げられる.このように,情報の入手,処理,伝達という

情報の処理プロセスを明確にした上で,市町村の防災情

報システムを設計することが望ましい.

2.2　情報システム導入による災害対応の円滑化

市町村の災害対応活動においては情報共有が不可欠で

あり,情報共有を実現するためには2.1で述べたように

情報が収集さjt,円滑な情報処理が行われる必要がある.

図3のような情報処理においては,情報を取り扱う多く

の機関･組織が存在するため,これらを単一の情報シス

テムで取り扱うことは現実的に困難であり,また一つの

情報システムで取り扱う必要もない.例えば,電力会社

や通信会社のようなライフライン機関は,業務遂行のた

めに専用の情報システムを既に保有しており,災害対応

の際にはこのシステムを用いて効率的な災害対応業務を

実施する.したがって,地方自治体との情報共有のため

に,他機関の情報システムを使用することは好まない.

また従来のローテクで確実に情報共有を図るべき内容も

多く含まれている.例えば,外部機関-の依頼は,電話

や災害対策本部-派遣された連絡要員を通して,口頭で
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正確に伝える必要がある.また,災害対策本部で本部員

に大声で伝達すべき重要事項もある. ITを活用した情

報システムによる災害対応支援は,あくまでも効果的な

情報共有によって情報処理を確実かつ迅速に行い,円滑

な災害対応を可能とすることにある.

以上のことを前提条件として,災害対応を支援する情

報システムのあり方を,災害対応の最前線である市町村

を中心に考える.まず,図3の情報処理において中央に

ある市町村の庁内情報共有を支援する情報システムの役

割を明確にする.市町村の庁内における情報共有では,

①　災害対策本部の指示と指示に対する対応や確認状

況の把握

②　被害や災害対応の状況の報告による庁内での情報

共有

③　外部機関から提供される各種情報の入手と提示

④　外部機関-の戟告,依頼

という4種類の情報共有が行われる.このうち, (丑と(参

を支援するのが,市町村の庁内情報共有システムの主な

役割といえる. (彰については,従来は各外部機関のホー

ムページやファクシミリ等,異なる媒体から異なる

フォーマットで受け取っていた情報であるが,これらが

共有データベースに標準のフォーマットで登録されてい

れば,効果的な情報表示によって災害対応の判断に有効

な活用が可能である.例えば,電力会社から提供された

停電エリアやガス会社から提供されたガス供給停止エリ

ア,また都道府県や国土交通省地方整備局でまとめた道

路被害情報を,市町村内の被害情報とGIS上で重ねて

表示することが可能である.一方, ④の中で上位機関で

ある都道府県-の報告については,被害情報が情報シス

テムに登録されていれば,自動的に被害を集計し,前記

共有データベースに登録することも,ファクシミリで報

告することもできる.災害時には,都道府県の災害対策

本部や各担当部署だけでなく,中央省庁,公共機関,復

旧活動を支援する各種機関,団体,マスメディア等から,

被害情報の提供･報告を求められる.しかし,市町村で

は,地域,住民の生命･身体･財産を保護する責務を果

たすため,不眠不休の対応を行っており,集計･報告に

かける人員が不足するため,被害情報の報告要請に対し

てこたえられない状況となっているのが現状である.被

害情報が情報システムに登録されていれば,集計作業は

何ら手間とはならない.集計結果の確認作業は必要であ

るが,データを情報システムに登録してしまえば,前記

共有データベースに自動的に登録される仕組みを導入す

ることによって,わざわざ報告することもなく,情戟を

必要とする外部機関が自ら最新データを入手することが

でき,市町村の災害対応活動の円滑化を図ることができ

る.したがって,被害の集計結果を情報共有データベ-
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スへ登録し,外部機関-の情報提供を行うことも,市町

村の庁内情報共有システムの重要な役割である.なお,

情報共有を実現するためには,情報フロー図に示したよ

うな各機関,部署間の情報連携が可能な体制作りが不可

欠であり,その上でITを活用した情報共有環境を整え

る必要があるのはいうまでもない.

3. 1CTを用いた滅災情報共有の取組み

平成16年7月～平成19年3月までの約3年間,筆者

が研究リーダーとなって,文部科学省科学技術振興調整

費の研究プロジェクト｢危機管理対応情報共有技術によ

る減災対策｣を実施した`こう).本研究では,行政機関や公

共機関の災害対応,滅災のための情報システムの連携を

図るための枠組みとして,滅災情報共有プラットホーム

を定義した(I".この枠組みは更に,プラットホームで利

用される｢情報システムとしての枠組み｣と,プラット

ホームで流通する｢情報コンテンツとしての枠組み｣に

分類される.プラットホームとして一般的に用いられて

いる情報システムの基盤や枠組みだけでなく,有益な情

報コンテンツが流通するための枠組みも含めて,プラッ

トホームと定義したのが,滅災情報共有プラットホーム

の特徴といえる.すなわち,滅災に資する情報が,様々

な災害対応の場面において,目的に応じた内容と精度で

共有されることを保障するためには,まず必要とされる

情報コンテンツが流通することが重要である.そのため,

情報共有プラットホームの前に｢減災｣をつけることと

した.情報コンテンツの枠組みについては, 2.2で少し

触れたので省略し,ここでは情報システムの枠組みとし

て重要な点のみ解説する.

多くの異なる情報システムを連携される枠組みとして

は,システム同士の通信の約束事であるプロトコルを規

定するとともに,このプロトコルに準拠した共有データ

ベース(サーバ)を構築し,情報の検索,取得,登鋳等

の処理を可能にする必要がある.このような共有データ

ベースを設置することにより,標準プロトコル(減災情

報共有プロトコル, MISP)による情報システム間のデー

夕連携を可能とした.異なる機関の異なるシステム同士

であっても,情報共有システムとしての約束事(プロト

コル,オントロジー)と道具立て(データベース,ライ

ブラリ群)を準備することで,プラットホームに参画で

きる条件を整えることが,前述の情報システムとしての

枠組みである.このような枠組みの利点は,各種情報シ

ステムを再構築する必要がなく,既存のシステムを速や

かに連携させることが可能となるところにある.そのた

め, MISPは各種XMLの世界標準で構成することとし

た.図4に減災情報プロトコルを用いた情報共有を模式

的に示した.

滅災情報共有プラットホームのプロトタイプを実地方

自治体へ試験適用する実証実験を実施した.実証フィー

ルドは,新潟県見附市並びに愛知県豊橋市の2市とした.

本稿では,見附市の実証実験`1)を紹介する.

見附市は,平成16年に経験した新潟･福島豪雨水害

における災害対応の検証を行っており,庁内並びに外部

機関との情報共有を一番の課題として挙げていた.課題

解決のために各部署が必要とする手段や仕組みは,ほと

んど本研究プロジェクトの開発成果でカバーできること

をお互いに確認し,実証実験の計画を策定した.見附市

の実証実験で試験的に構築した滅災情報共有プラット

ホーム並びに参画機関を図5に示す.国中の右側が見附

市内に構築した情報共有システム環境である.見附市役

所に情報共有データベースを置き,その利活用技術とし

て情報表示システム,災害対応管理システム,避難誘導･

交通シミュレーション,被害情報入力･表示端末,

webカメラ,報道機関への情報提供システムを配置し,

見附市の災害対応を総合的に管理できる情報共有環境を

構築した.一方,見附市外部の防災関係機関との情報共

有については,外部用情報共有データベースを設け,こ

れと見附市の情報共有データベースとのシステム連携を

可能とした.外部情報共有データベースは新潟県に設置

することを想定し,外部防災関係機関としては,消防庁,

新潟県,ライフライン事業者(国土交通省北陸地方整備

局長岡国道事務所,東北電力, NTT東日本)とした.

被害シナリオとして,大雨に伴って刈谷田川沿いの地域

減災情報プロトコル
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図5　実証実験のシステム概要(新潟県見附市)

で,内水･外水による多数の床上･床下浸水被害,土砂

崩れ,がけ崩れが発生し,一部では人的被害が発生する

被害を設定した.また,見附変電所の冠水,今町交換所

の機能不全により,見附市内で大規模な停電,通信途絶

が発生することとした.

実証実験では,見附市職員をプレーヤとした状況付与

型の図上訓練と,被害の進展に伴った各関係機関の災害

対応に効果的な情報提供のデモンストレーションを行

い,見附市の情報は霞ヶ関の消防庁でも共有された.

4.課題　と　展望

前述の実証実験は高い評価を受けた一方で,災害の規

模に反比例して対応人数が減少する中,システム入力要

員の確保,共有情報のトリアージ等,災害現場での実運

用を考えると,減災情報共有プラットホームという情報

共有技術では解決できない現状の課題も挙げられた.

情報システムを用いた情報共有の重要性を認識した上

で,市町村には災害対応におけるシステム入力要員を増

強して頂きたいが,災害時には非日常的な業務が突然大

量に発生することになり,要員確保は容易ではない.災

害時情報共有の実現には,少なくとも普段使い慣れてい

る庁内イントラネット等を用いて,メール感覚で利用で

きる情報環境が必要と,筆者は考えている.災害時に県

単位で防災情報システムの運用を行っている場合,県か

ら市町村-システム入力要員を派遣している例がある
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が,被害規模が大きく,被災地が広範囲にわたると,早

はり県も人員不足に陥ることになる.

ICTを用いた防災の話をすると,災害時には電力も通

信を途絶するので, ICTは役に立たないのではないか,

という批判する方がいる. ICTの利活用には,情報通

信ネットワークの確保が不可欠である.確かに平常時と

同様に通信を確保するのは困難である.また,耐震化の

行われていない庁舎の崩壊によって,庁舎内の通信機器

が全滅することもあろう.しかし,このような極端なケー

スを除けば,非常用発電機の設置,電力会社による電源

車の配置,通信会社によるポータブル中継局の設置,宿

星回線の利用は,既に実災害対応で行われており,防災

無線のディジタル化, UHF周波数帯域の利用, pHSの

高速化,長距離無線の利用等,多様な通信回線の利用が

着実に進んでいる.したがって,使える通信ネットワー

クを効果的に活用することにより,この間題は解決でき

ると考えている.

筆者らは,上記システム入力の課題を解決するため,

システム入力を行政の職員に依存することなく,いつで

も,どこでも,だれでも,多様な通信ツールを用いて,

災害情報の共有ができる住民･行政協働ユビキタス減災

情報システムの研究を行っている(5).地域コミュニティ

による積極的な防災対策を展開し,山梨県並びに県内市

町村の間のリスクコミュニケーションを高めることによ

り, ICTを利活用した住民と行政の協働による地域防

災力向上を目指している.
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5.　ま　　と　　め

我々の生活に,既にICTは欠かせない存在となって

いる.携帯電話やWi-Fiを利用できるPCやゲーム機等

があれば,大概の情幸田ま入手することができる.しかし,

残念ながらICTの防災への利活用は,余り進んでいな

い.その理由は,ユーザが行政の防災担当者という狭い

市場であるため,より良い製品が安価で提供される開発

環境になかったためであろう.しかし,住民が自ら災害

情報を登録し,検索し,活用するようになれば,一気に

環境が変わるのではないかと考えている.それだけ,既

に我が国の通信インフラは整っており, ICTは成熟し

ている.微力ではあるが,我が国の防災力向上のために,

できることは何でも協力したいと考え,日々チャレンジ

しているところである.
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l lth Asia-Pacific Network Operations and

Management Sympos山m (APNOMS 2008)

主　催:電子情報通信学会ICM研究会, KICSKNOM

協　賛:IEEECNOM, IEEEARB, TMF等

u　時:2008年10月22-241｣ (31｣間)

会　場:北京サイエンスパーク(北京, ｢11国)

参加者: 150名

参加国･地域:日本,韓国,中国,米国,台湾等, 13か国･地域

論文(セッション)数:チュートリアル,キーノート各4講演,チ

クニカル43講演(10),ショートペーパー34件(2),イノ

ベーション9講演(2),スペシャル8講演(2),展示デモ2

件

主たるトピックス:

APNOMSは,ネットワークオペレーションとマネジメントに関

して,アジア太平洋地区にて毎年開催されるシンポジウムである.

今回は11回目にあたり, ''challenges for Next Generation Network

operations al一(1 ServICe Management'､のテーマのもと,北京にて開

催さjLた.

キーノートは[｣本,韓国,巾国からの4件であり,日本からは大

阪大学の村山教授による"Mallageal)llity Towal･ds New-GeneI･ation

NetlV川･ks : Japanese App1-OaCh''の発表があった.

テクニカルセッションでは, NGNのネットワーク/サービスオ

ペレーション等に関する技術や知見の共有が行われ,特にQuSに

l~那坐した各種関連技術の論文発表が多く見られた.

スペシャルセッ　ショ　ンでは, ●`EmerglnLq Issues in China'',

HInteT-national Emel･.bring lsstleS"のテーマで活発な議論を行った.

パネルディスカッションでは,サービスプロバイダとテレコムオ

ペレータの連携等の多様な観点が提起さjt,新しい課題-向けた協

働の重要性が確認された.

次回のAPNOMS2009は, 2009年9月23-25日済川島(韓国)

にて開催する.

(執筆著　大毛忠文　NTTコムウェア株式会社

ネットワーク･ソリューション事業本部)
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